
統合報告書2024
GUNMA UNIVERSITY INTEGRATED REPORT 2024



表紙の題字「群馬大学」：星野富弘氏 筆

本学教育学部卒業生で詩画作家。1970年に中学校教諭としてクラブ活動の指導中に頚髄を損傷され、

医学部附属病院に９年間入院・加療されました。その間、口に筆をくわえて詩画の制作を始め、「生

きることのすばらしさ」や「生きる勇気」を与えてくれる数々の詩画作品を生み出されました。

2011年には、本学における学術・文化・社会貢献などの活動において顕著な功績があった卒業生とし

て 「群馬大学特別栄誉賞」を授与。本学に寄贈された詩画作品は、現在も病院内に展示されています。

また、2023年の本学創基150周年記念事業に際しても、多大なるご協力を賜りました。2024年4月に

ご逝去されました。
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ステークホルダーの皆様へ

日頃より群馬大学の教育研究活動に対し、ご支援・ご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。

群馬大学は、2023年 (令和５年) 、本学の起源である「小学校教員伝習所」の設立から150周年
を迎えました。この間、本学は教員、医師、看護師、技術者などの養成を行う大学として、また、
共同研究などを通じて産業振興の要となるとともに、先端医療を提供する中核病院を擁する地方国
立大学として、地域とともに歩んできました。

このたび、本学の現状や、中長期にわたる価値創造に向けた主な取り組みについて、ステークホ
ルダーの皆様に分かりやすくお伝えするため、「群馬大学統合報告書」を発行しました。

本報告書を通じて、「知の拠点として地域の人材育成や地域社会を支える基盤となると同時に、
グローバルな視点で活躍できる大学を目指す」群馬大学を、地域における身近なパートナーとして
ご理解いただければ幸いです。



小学校教員伝習所 創設（現 共同教育学部）1873
明治６年

群馬大学の歩み

桐生高等染織学校 設立（現 理工学部）1915
大正４年

前橋医学専門学校 設立（現 医学部）1943
昭和18年

1873年 小学校教員伝習所を本庄へ移設、さらに熊谷へ移設し、

暢発学校に改称

1876年 暢発学校は高崎（興禅寺）に移され群馬県師範学校に改称

1886年 師範学校令により群馬県尋常師範学校に改称

1898年 師範教育令により群馬県師範学校に改称

1901年 群馬女子師範学校設立

1912年 群馬県第二師範学校設立（碓氷郡安中町）、群馬県師範学校

は群馬県第一師範学校に改称

1913年 群馬県第一師範学校・第二師範学校が合併、群馬県師範学校

に改称

1921年 群馬県実業補習学校教員養成所設立

1935年 群馬県立青年学校教員養成所に改称

1943年 官立群馬師範学校設置

1944年 群馬県立青年学校教員養成所から群馬青年師範学校に改称

1920年 桐生高等工業学校設立

1944年 桐生高等工業学校から桐生工業専門学校に改称

1948年 前橋医学専門学校から前橋医科大学に改称

群馬女子師範学校

桐生高等染織学校

前橋医科大学

1949
昭和24年

群馬師範学校、群馬青年師範学校、前橋医科大学、
桐生工業専門学校の諸学校を包括し、学芸学部、
医学部および工学部からなる群馬大学が開学

1949年 医学部附属病院設置

医学部附属看護婦養成施設設置（後の医学部附属看護学校）

附属図書館、学芸学部分館、医学部分館、工学部分館設置

1951年 学芸学部附属小・中学校、幼稚園設置

医学部附属内分泌研究施設設置（現 生体調節研究所）

1952年 附属病院草津分院設置（現 廃止）

1953年 工業短期大学部設置（旧 工学部夜間主コース）

1955年 大学院医学研究科設置（現 大学院医学系研究科）

1964年 大学院工学研究科設置

1965年 教養部設立

医学部附属助産婦学校設立

1966年 学芸学部を教育学部に改組

1970年 教育学部を荒牧キャンパスに移転

1972年 医学部附属臨床検査技師学校設置

1977年 医学部附属看護学校、附属助産婦学校、附属臨床検査技師学校

を医療技術短期大学部に改組

1979年 教育学部附属養護学校設置（現 附属特別支援学校）

1990年 大学院教育学研究科設置

1993年 社会情報学部設置

1994年 内分泌研究所を生体調節研究所に改組

1996年 医学部保健学科設置

1998年 大学院社会情報学研究科設置

1999年 留学生センター設置（現 グローバルイニシアチブセンター）

現在の群馬大学の始まり

2008
平成20年

2011
平成23年

2004
平成16年

国立大学法人群馬大学 発足

医学部附属病院

教育学部の移転 (荒牧キャンパス)

工業短期大学部

医学部附属研究施設当時の研究棟

教職大学院設置

大学院保健学研究科設置

2013
平成25年

工学部を理工学部に改組
大学院工学研究科を大学院理工学府に改組
多職種連携教育研究研修センター（WHO協力
センター）設置

2014
平成26年

未来先端研究機構設置

2016
平成28年

次世代モビリティ社会実装研究センター設置

2017
平成29年

数理データ科学教育研究センター設置
食健康科学教育研究センター設置

2019
令和元年

ウイルスベクター開発研究センター設置

2020
令和２年

宇都宮大学との連携による共同教育学部設置
教職大学院（専門職大学院）改組
ダイバーシティ推進センター設置

2021
令和３年

情報学部設置
理工学部改組

2022
令和４年

アドミッションセンター設置

2023
令和５年

グローバルイニシアチブセンター設置
多職種人材育成のための医療安全教育センター設置

2024
令和６年

大学院情報学研究科（修士課程）設置
大学院パブリックヘルス学環（修士課程）設置
大学院医理工レギュラトリーサイエンス学環
（修士課程）設置

2005
平成17年

重粒子線医学研究センター設置
附属図書館、医学分館、工学部分館を総合情報
メディアセンターへ統合

2025
令和７年

大学院食健康科学研究科（修士課程）設置

創基150周年

重粒子線治療施設

次世代モビリティ研究の実験用車両

共同教育学部設置の合同記者会見

多職種連携教育研究研修センター設置

情報学部の設置 (総合研究棟の整備)
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群馬大学開学祝い

暢発学校校舎

群馬大学150周年特設サイト
群馬大学の歩み

https://www.gunma-u.ac.jp/150th/html/history.html
https://www.gunma-u.ac.jp/150th/html/history.html
https://www.gunma-u.ac.jp/150th/html/history.html


施設紹介 － 工学部同窓記念会館 桐生キャンパス －

Ⅰ
戦略

Strategy

工学部同窓記念会館は、理工学部の前身である桐生高等染織学校の校舎として、1916年（大正５年）に竣工されま

した。屋根の端にある破風の装飾や玄関アーチの形などに、柱や梁などの木の構造材を外にむき出しにすることで

印象的に見せるイギリス建築のチューダー様式の意匠が見られます。守衛所、旧桐生高等染織学校正門とともに、

1998年（平成10年）に国の登録有形文化財に登録されており、数々のドラマや映画の撮影地にもなっています。
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（研究関係）

基礎および先端研究の推進に向け、「研究設備・ス

ペースの共用化等研究資源の有効活用、IT環境の充実

による研究基盤の高度化・高機能化」を進めています。

その一環として、文部科学省の教育研究組織改革（組

織整備）として、2025年4月よりコアファシリティ機

能強化による共用エコシステムの構築に取り組みます。

（社会貢献関係）

地域の中核として高度な知を提供するため、「教育

研究活動のグローバル化推進」に取り組んでいます。

2024年2月には「群馬大学国際戦略基本方針」および

「群馬大学国際戦略基本計画」を策定し、本学の国際

活動の方向性を定めました。これに基づく具体的な取

り組みとして、米国パデュー大学との連携を進め、

2025年1月には同大学の学生を受け入れ、交流を図っ

ています。今後は研究交流の促進も視野に入れ、本学

教職員を派遣します。

（経営関係）

大学経営基盤の強化に向け、「教育研究基盤強化の

ための基金等の拡充」に努めています。2021年および

2023年にはクラウドファンディングを実施し、2024

年には群馬大学創基150周年基金の募集を行うことで、

教育研究の支援を推進しました。現在も県内企業を訪

問し、本学の特色ある教育研究について説明するとと

もに、活動への支援について相談を進めています。

ステークホルダーの皆様から持続的に求められる大学へ

群馬大学は、150年の歴史を背景に、医療人・教員

養成の学部を持つ地方国立大学として、「知の拠点と

して地域の人材育成や地域社会を支える基盤となると

同時に、グローバルな視点で活躍できる大学」を目指

し、各学部等が教育・研究・社会貢献の活動を通じて、

それぞれの特色や強みを発揮してきました。

第４期中期目標期間も中盤を迎え、第５期を見据え

た将来構想を検討する時期に差しかかっています。深

刻な少子化による人口減少社会を迎えつつある中、国

立大学を取り巻く財政状況の悪化に対処しながら、

「地域、ひいては日本・世界を活性化する知の拠点」

として、ステークホルダーの皆様から持続的に求めら

れる大学へと改革を進めてまいります。

2021年4月に学長に就任した際、「学長ビジョン」

として、教育、研究、社会貢献、経営の各分野におけ

る重点的な取り組み事項を定めました。その主な内容

を抜粋してご紹介します。

（教育関係）

多様化する社会で活躍する人材の育成に向け、「産

業界と連携した新たな分野融合型大学院教育プログラ

ムの構築」を進めています。その一環として、2024年

4月に情報学研究科、パブリックヘルス学環、医理工

レギュラトリーサイエンス学環の３つの大学院修士課

程を設置しました。さらに、2025年4月には、地元の

食品関連企業や経済団体の支援を受け、食健康科学研

究科を設置します。それぞれ、年次進行に応じて博士

課程の設置を計画しています。

学長ビジョンとしての道筋

学長メッセージ
President  Message

第13代 群馬大学長

石 崎 泰 樹 Ishizaki Yasuki

1955年仙台市生まれ。東京大学医学部医学科卒、同大学院医学系研究科博士課程

修了。岡崎国立共同研究機構生理学研究所、ユニバシティカレッジロンドン、東

京医科歯科大学、神戸大学などを経て、2004年に群馬大学大学院医学系研究科教

授に就任。専門は分子細胞生物学。2017年に医学部長・医学系研究科長を務め、

2021年4月より現職。
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戦 略
学長メッセージ

学長ビジョン

群馬大学国際戦略
基本方針・基本計画

https://www.gunma-u.ac.jp/outline/out001/out001
https://www.gunma-u.ac.jp/outline/out001/out001
https://www.gunma-u.ac.jp/wp-content/uploads/2024/10/3971720f489d5ab90cf3324f44be1a33.pdf
https://www.gunma-u.ac.jp/wp-content/uploads/2024/10/3971720f489d5ab90cf3324f44be1a33.pdf
https://www.gunma-u.ac.jp/wp-content/uploads/2024/10/3971720f489d5ab90cf3324f44be1a33.pdf


国立大学としての役割を再確認し、群馬大学が我が

国および地域の発展において不可欠な存在であり続け

るための中長期的ビジョンとして、2024年11月に

「群馬大学将来像 ～2040年に向けて～」を策定しま

した。私の在任中、学長ビジョンとあわせて、この将

来像に沿ってマネジメントをして参ります。

（教育について）

―学修者の意欲に応える教育を提供し、学修者が夢を

育める大学へ―

ChatGPTなど生成AIを始めとするAIやICTの進化に

より、今後の大学における教育を大きく変革しなけれ

ばなりません。本学では学生の潜在能力を引き出し、

社会で活躍するための基盤を築く教育を行います。こ

れまでの知識伝達主体の教育から、考える力（課題発

見能力、課題解決能力、情報価値の判断能力等）を育

む教育へと変革しなければなりません。その一助とし

て、数理・データサイエンス・AI教育を全ての学生が

履修できるカリキュラムとしましたが、教養教育カリ

キュラム全体を「考える力の育成」に資するものへと

変革し、新たな社会の創造に貢献できる人材の育成に

努めます。また学生支援体制を充実させ、キャリア形

成を支援します。

（研究について）

―新たな価値を創造し、世界における持続可能な幸福

の希求を実現する大学へ―

本学の研究の大きな強みの一つである「食健康科

学」により、食の視点から「環境」「社会」「人」の

健康を目指すことで、イノベーションを創出し、地域

さらには地球規模での健康で幸福な社会の実現を牽引

する大学となることを目指します。2025年４月に大学

院食健康科学研究科（修士課程）をスタートし、これ

により食健康科学の「高度専門職業人」の育成を進め

ると同時に、より深く食健康科学を極めるための博士

課程を設置します。また、全学的に研究支援体制と研

究環境を整備し、国内外での共同研究を推進し、地域

貢献を目指しながら世界に発信する研究を展開するよ

う努めます。

（社会貢献について）

―地域の知の拠点として、多様なステークホルダーか

ら頼られる大学へ―

本学は医療人を養成する医学部を持つ国立大学とし

て、地域に根ざした高度先進医療の提供および医療教

育拠点形成を推進し、地域住民の健康と福祉に寄与す

るよう取り組みます。2023年7月に文部科学省から

「医療安全教育手法に基づく多職種人材育成共同利用

拠点」に認定されましたので、「多職種人材育成のた

めの医療安全教育センター」により、国際標準の医療

安全教育手法に基づいて、全国の多職種の人材育成に

関わる教員へFD（ファカルティ・ディベロップメン

ト）を行います。また本学は教員を養成する共同教育

学部を持つ国立大学として、地域教育界との密接な連

携による教員養成を目指します。少子化において子ど

もは「国の宝」であり、その教育に携わる教員養成に

これまで以上に注力しなければなりません。一方で、

急激に進む少子化の中で、「群馬大学と宇都宮大学の

リソースを最大限活用し効率的な教育を行う」という

設置目的の達成に向けて、運営体制の改革を進めます。

さらには、全学的に、地域における社会課題の解決の

ためのイノベーション・エコシステムを創出し、地域

活性化と地方創生を推進します。特に、理工学部と情

報学部におけるPBL（Project/Problem Based 

Learning）教育を活用します。

（運営について）

―社会の変化に柔軟に対応し、持続可能な社会を共創

する大学へ―

国内外に向け、本学の特色ある取り組みや成果を最

大限に発信できるよう、大学ホームページや各種SNS

等を通じて、積極的な広報活動を充実させるとともに、

高大接続の強化に努めます。あわせて、THEやQSな

どの世界大学ランキングにおける評価向上に努め、

「群大ブランド」を確立・成長させることにより、国

内外からの優秀な学生の獲得につなげます。また、地

域の自治体、企業、住民との連携を強化して、産業・

医療・教育等、地域が抱える多様な課題の解決につな

げ、地域の発展を牽引する拠点となるべく努めます。

さらに、蓄積されたデータを利用したIR機能の戦略的

活用や、AI活用の推進による事務職員をはじめとした

業務改善、学内の連携強化に基づく組織的な対応によ

り、教育研究活動の価値の創出と普及を強化し、寄附

金や外部資金等の多様かつ安定的な財源確保と効率的

な運用に努めるとともに、働き方改革や組織改編に取

り組み、国籍・年齢・性別の区別がなく多様な価値観

の下で、教職員の全てが強みを発揮して活躍できる環

境を整備します。

本学は、国立大学として、世界最高水準の教育研究

を実施し、重要な学問分野の継承・発展に努めること、

また全国的な高等教育の機会均等を確保し、地域の文

化・社会・経済を支える拠点となることが使命である

と考えています。とりわけ群馬県地域においては、地

域の産業界・教育界・医療界に優秀な人材を供給する

高等教育機関であるとともに、地域医療の中核を担う

拠点としての役割を果たしています。

SDGsを代表とする持続可能な社会の実現、さらに

は、一人ひとりが多様な幸せ（Well-being）を実感で

きる社会を創るためには、あらゆる分野の知見を総合

的に活用し、社会の諸課題に取り組む必要があります。

多様な「知」が集い、新たな価値を創出する「知の活

力」を生むことのできる群馬大学は、まさに「総合

知」による「地域の知の拠点」となっています。

2016年から、次世代モビリティ社会実装研究セン

ター、数理データ科学教育研究センター、食健康科学

教育研究センターといった異分野融合型の組織整備と

社会実装機能の強化に取り組んでまいりました。2020

年には宇都宮大学との共同教育学部の設置、 情報学

部の設置、理工学部の改組といった学部組織の再編を

行い、現在は大学院組織の再編を進めています。情報

学研究科、パブリックヘルス学環、医理工レギュラト

リーサイエンス学環、食健康科学研究科といった分野

横断型の大学院を整備することで、博士人材をはじめ

とする高度専門人材の育成機能を強化するとともに、

社会人・女性・外国人など多様な人材の受け入れを推

進しています。

群馬大学の将来像 地域の知の拠点としての役割

ステークホルダーの皆様との共創による大学運営

戦 略

以上ご紹介したそれぞれのビジョンの実現に向けて、

「経営戦略本部」において具体的な戦略を立案し、推

進していきます。本部には、現在、企画戦略室、経営

IR室、国際展開推進室、学長補佐室の４つの室を設け、

理事、学長特別補佐、関係教職員を配置することで、

法人としての重点施策の戦略立案・推進を担っていま

す。また、「アドミッション」、「グローバルイニシ

アチブ」、「ダイバーシティ」、「教養教育」、「医

学教育・評価」については、それぞれ強化分野と位置

付け、担当の副学長を配置して取り組んでいます。

大学運営は、教職員、学生に加え、学外の様々なス

テークホルダーの皆様との連携によって成り立ってい

ます。入学生が学んできた高校・高専・専門学校、卒

業生や修了生の就職先、学生の保護者、共同研究を行

う企業、地域課題を共有し地方創生に共に取り組む自

治体、教育研究連携先の大学など、多方面との連携を

深めることで、「知の拠点として地域の人材育成や地

域社会を支える基盤となると同時に、グローバルな視

点で活躍できる大学」を目指します。

今後も、群馬大学が成長し続けるために全力を尽く

してまいりますので、皆様のご支援とご協力をよろし

くお願い申し上げます。
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戦 略
学長メッセージ



教育
学修者の意欲に応える教育
を提供し、学修者が夢を育
める大学

研究
新たな価値を創造し、
世界における持続可能な
幸福の希求を実現する大学

社会貢献
地域の知の拠点として、
多様なステークホルダー
から頼られる大学

運営
社会の変化に柔軟に対応し、
持続可能な社会を共創する
大学

よ り 豊 か な 未 来 社 会 に 向 け 、 群 馬 大 学 が 、
我 が 国 お よ び 地 域 の 発 展 に お い て 不 可 欠 な
存 在 で あ り 続 け る た め に 。

学びの多様化

インクルーシブ教育

数理・データサイエンス教育

オープンアクセス体制

分野横断的な共同研究 学際的研究

イノベーション創出

地域医療

イノベーション・エコシステム

ステークホルダー

高度専門人材

リカレント教育

群馬大学ブランド 地域の発展

多様な価値観ガバナンス体制

自律的な運営

情報化社会

リーダーシップ

地域産業の活性化

群馬大学将来像～２０４０年に向けて～ 群馬大学将来像（詳細版）

持続可能な社会
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戦 略
将来像

キャリアパス

主体的な学び

https://www.gunma-u.ac.jp/outline/out003/g186856
https://www.gunma-u.ac.jp/outline/out003/g186856


施設紹介 － 伊香保御用邸跡地 渋川市伊香保町 －

1893年（明治26年）、伊香保温泉の一角に皇室の伊香保御用邸が造営されました。昭和天皇をはじめとして

多くの皇族の方の来遊が続きましたが、戦後その幕を閉じ、1951年（昭和26年）に文部省へ移管されました。

旧御用邸は火災により消失してしまいましたが、その跡地は現在、群馬大学が管理する本学教職員用研修施設

「伊香保研修所」として活用されています。

Ⅱ
活動

Activity
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活 動
組織再編

大学院の再編 ～分野横断による社会課題解決機能の強化～

情報社会の進化と課題に挑む ： 情報学研究科

公衆衛生専門家の養成拠点 ： パブリックヘルス学環

新たな医療イノベーション ： 医理工レギュラトリーサイエンス学環

2024年4月、大学院医学系研究科と大学院保健学研

究科の緊密な連携と協力のもと、パブリックヘルス学

環（修士課程）を開設しました。

公衆衛生学におけるコア科目とされる５領域（疫学、

生物統計学、医療政策学、社会科学・行動科学、環境

保健学）をコア科目として設定し、共通科目として

「データサイエンス」を配置することで、ヘルスデー

タサイエンスに関する知識と技術を修得できます。

レギュラトリーサイエンス（※）教育も交えた体系的な

学修により、国際的な舞台や地域行政を通じて、総合

的に人々の健康に貢献できる人材を育成します。

2024年4月、大学院医学系研究科と大学院理工学府

の緊密な連携と協力のもと、医理工レギュラトリーサ

イエンス学環（修士課程）を開設しました。

本学のこれまでの医理工生命医科学融合医療イノ

ベーションプロジェクトによる新しい医療技術・医療

機器開発の研究や、重粒子線医理工学の分野横断的連

携の実績を基盤として、レギュラトリーサイエンス

（※）教育と融合した教育により、生命医科学、医学・

医療および理工学における学際的学問領域の研究を主

体的に担うことができ、リーダーシップを発揮できる

研究者・教育者、社会のニーズに対応できる高度職業

人を育成します。

※レギュラトリーサイエンスとは、「科学技術の成果を人と社会に役立てる

ことを目的に、根拠に基づく的確な予測、評価、判断を行い、科学技術の

成果を人と社会との調和の上で最も望ましい姿に調整するための科学」

（第４次科学技術基本計画 平成23年8月19日閣議決定）とされています。

教育学研究科

社会情報学研究科

保健学研究科

医学系研究科

理工学府

教育学研究科

情報学研究科

保健学研究科

医学系研究科

理工学府

食健康科学研究科

パブリック
ヘルス学環

医理工
レギュラトリー
サイエンス学環

改組前 改組後

食からはじめる、食から極める ： 食健康科学研究科

群馬県の産業構造において、食料品関連産業は輸送

機器関連産業に次いで製造品出荷額の第２位を占めて

おり、農産物や畜産物といった地域資源を活かした地

元の食品製造業が活躍しています。

一方、本学の研究の強みの一つとして、2017年12月

に設置した「食健康科学教育研究センター」がありま

す。本センターには、理工学府、医学系研究科、保健

学研究科、共同教育学部、医学部附属病院、生体調節

研究所に所属し、それぞれの領域の最前線で活躍する

教員が、食健康科学を基軸とした研究を進めています。

このように、群馬県の産業の強みと、本学の研究の

強みを活かした人材育成に取り組むため、2025年4月

に「食健康科学研究科（修士課程）」を開設します。

食健康科学は、医科学、保健学、食品科学、食品生

産工学、環境科学など多分野の学問を基盤とし、食と

健康に関する科学的エビデンスを探求することにより、

食を通じた健康社会の実現を目指します。また、本研

究科は「食健康科学」の学位を取得できる日本初の大

学院となります。

本研究科では、地域の産業（農林水産業、製造業、

サービス産業など）の生産性向上や雇用の創出、文化

の発展を牽引し、地方自治体や地域産業界をリードす

る人材を養成します。今後の社会や産業構造の変化に

柔軟に対応し、新たな産業創出と雇用の拡大を目指す

とともに、持続可能な社会の実現に貢献し、SDGsの

達成を加速する高度な人材育成を推進します。

食健康科学を基軸としたヘルスプロモーションを牽引

食健康科学に関する研究は、医科学、保健学、食品

科学、食品生産工学、環境科学などの従来の学問分野

において、それぞれ個別に進められてきました。しか

し、これらの枠を超え、異分野の横断・融合を通じて

研究者が自由に発想することで、「食健康科学」を新

たなサイエンスとして発展させたいと考えています。

食の視点から、「環境：エンバイロメンタルヘル

ス」、「社会：ソーシャルヘルス」、「人：ヒューマ

ンヘルス」の３つの「ヘルス（健全性）」を柱とし、

イノベーションを創出することで、地域はもとより地

球規模での健康で幸福な社会の実現を牽引することを

目指します。

この新たなサイエンスを支える人材を育成するため

の教育の核となるのが、「食健康科学研究科」です。

情報通信技術の進展、中でも機械学習や人工知能の

進化が多くの仕事の進め方にインパクトを与え、情報

ネットワークの拡充が情報拡散の量と質の深化を生ん

でいます。これらは、人間社会に大きな革新とともに

望まない影響も、もたらしています。情報学研究科は、

このような情報化を人間中心のものとして進化させる

ため、情報学の知の拠点となることを目指しています。

2024年4月に開設した修士課程では、「情報科学プ

ログラム」と「社会情報学プログラム」を設け、情報

科学から人文科学・社会科学にわたる幅広い学びと研

究の機会を提供します。AI、データサイエンスなどの

スキル・知識を、より先端的・実践的な場面で活用す

る能力を養うとともに、多様な専門分野について理解

と洞察を深め、先端的な研究に携わる能力を養います。
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食の視点から環境・社会・人の健康（健全）を

目指す科学によりイノベーションを創出し、

地域と地球の健康で幸福な社会を実現

新産業の創出

女性がさらに健康で活躍
できる社会づくり

健康長寿社会の実現

食健康科学研究科HP情報学研究科HP
医理工レギュラトリー

サイエンス学環HP
パブリックヘルス

学環HP

https://www.inf.gunma-u.ac.jp/graduate/
https://www.ph.gunma-u.ac.jp/
https://www.rs.gunma-u.ac.jp/
https://fphs.hess.gunma-u.ac.jp/
https://fphs.hess.gunma-u.ac.jp/
https://www.inf.gunma-u.ac.jp/graduate/
https://www.rs.gunma-u.ac.jp/
https://www.rs.gunma-u.ac.jp/
https://www.ph.gunma-u.ac.jp/
https://www.ph.gunma-u.ac.jp/


数理・データサイエンス・AIを活用した課題解決力の育成

「数理・データサイエンス・AI教育プログラム
（応用基礎レベルプラス）に認定

本学では、「Society5.0をリードする人材」や「数

理・データサイエンス・AIの素養のある学生」の育成

に力を入れています。

2017年12月に設置した「数理データ科学教育研究

センター」を中心に、2020年4月から全ての学部新入

生（約1,100人）を対象とする必修科目として「デー

タ・サイエンス」を開講しています。あわせて修了学

生に対して、オープンバッジ（デジタルバッジ）の発

行による、学習歴の証明を行っています。この取り組

みは、2021年度に、文部科学省の「数理・データサイ

エンス・AI教育プログラム認定制度」の「リテラシー

レベル」に認定されました。2022年度には「群馬県内

19団体と協同した小学生から高校生までを対象とした

ICT教育の学習機会の提供」が特色ある取り組みと認

められ、同制度の「リテラシーレベル（プラス）」に

も選定されました。2023年度は、基礎科目である

「データ・サイエンス」に、選択科目として「Python

入門」「データ・サイエンス応用」「データサイエン

ス・AI機械学習」の３科目を加えたプログラムが、同

制度の「応用基礎レベル」に認定され、これまでの

「リテラシーレベル」が基礎的な能力の習得・活用を

目標としているのに対し、「応用基礎レベル」では、

自らの専門分野において課題を解決するための実践的

な能力の習得を目標としています。

また、「e-learningログ解析による学習意欲の可視

化」、「デジタル教材・学習機会の学外提供」、「統

計エキスパート人材育成」および「高大リカレント接

続による人材育成」が、特色ある教育プログラムとし

て高く評価され、2024年度には「応用基礎レベルプラ

ス」として選定されました。今後、他大学等への普

及・展開や産業界等社会への積極的な情報発信など取

り組みを進めていきます。

数理・データサイエンス・AI教育を基盤とした高度情報専門人材の育成

数理・データサイエンス・AI教育に加えて、統計エ

キスパート人材の育成を可能とする教員の養成を目的

に、「統計エキスパート人材育成コンソーシアム」へ

参画し、統計数理研究所が実施する研修に若手教員を

派遣することで、教育研究機能の向上を図っています。

また、公的統計ミクロデータを対象とした研究・分

析を実施できるオンサイト施設を設置しており、実社

会のデータ解析に基づく社会学的・公共政策的な研

究・教育を推進する体制を整えています。

これらの取り組みを基盤とし、エキスパート人材を

含むデータサイエンス・AI分野の先端的人材育成を目

的として、2026年度の情報学研究科（博士課程）の設

置を計画しています。

大学におけるPBL（Project / Problem Based

Learning：課題解決型学習）教育は、学生が現実の課

題に取り組むことで、実践的な能力を養う教育手法で

す。このアプローチは、学生が教室内での学びを超え

て、社会や地域の問題に直接関与し、解決策を模索す

る経験を提供します。PBL教育の主な意義は、学生の

問題解決能力や実践力の向上にあります。現代社会で

は、複雑化する課題に対して柔軟かつ創造的に対応で

きる人材が求められています。PBLを通じて、学生は

実際の問題に直面し、その解決策を考える過程で、論

理的思考や分析力を培います。さらに、PBLは協働的

な学びを促進します。学生同士や教員、地域や企業の

関係者とチームを組んで課題に取り組むことで、コ

ミュニケーション能力やリーダーシップが育まれます。

これらのスキルは、社会に出てからの人間関係や組

織での活動において非常に重要です。また、PBLは学

生の自主性を育てます。自ら課題を見つけ、情報を収

集し、解決策を提案するプロセスを経ることで、主体

的に学ぶ姿勢が身につきます。このような自主的な学

びの姿勢は、生涯にわたって学び続ける力の基盤とな

ります。

PBL教育とは

実社会で活かす学び ～大学におけるPBL教育～

本学では、情報学部および理工学部においてPBL教

育を強化しており、理工学部では2022年度から、情報

学部では2023年度から、全学生を対象とした必修科目

を開講しています。

理工学部では、２年次に課題発見のスキルを育成す

る講義を受けた学生が、企業実習の中でテーマとなる

課題を発見し、成果発表会で発表する「課題発見セミ

ナー」を開講しています。この授業では、キャンパス

所在地である桐生市を中心に多くの地元企業の協力を

得ており、地域連携の推進に貢献しています。さらに、

４年次には発展科目として「課題解決セミナー」を開

講し、専門教育を通じて実社会での課題解決能力を育

成します。2023年度は81の企業が協力し、480名の学

生が履修しました。2024年5月に実施した課題発見セ

ミナーでは、「安全講習」をテーマに、県内の複数企

業の協力のもと、安全体感装置を用いた模擬事故の体

験（感電、巻き込まれ事故、高所からの落下物事故、

VRを用いた事故体験など）が行われました。

情報学部では、３年次に実社会の課題に対して、文

理融合の観点からデータサイエンスの知識を活用し、

解決策を提案する能力を養成する「融合型PBL」の授

業を開講しています。この授業では、情報学部の文系

プログラムと理系プログラムの学生が、文理混合のグ

ループを組み、文理融合の視点から課題解決に取り組

んでいます。また、授業に協力した企業や自治体に対

して、授業の成果である分析結果や対応策などを還元

しています。開講初年度となった2023年度は、前期７

テーマ・後期15テーマを設定し、計367名の学生が履

修しました。

PBL教育は、学生が社会で直面する現実の課題への

対応力を養い、地域社会や産業界との連携を深めると

ともに、社会全体の発展にも寄与するものです。この

ような教育を通じて、学生は知識だけでなく、実践的

なスキルや態度を身につけ、未来の社会を支える人材

として成長していきます。

理工学部および情報学部におけるPBL教育

情報学部における融合型PBL講義の様子理工学部における企業と連携した課題発見セミナー（安全講習）の様子

活 動
教育改革
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未来先端研究機構ウイルスベクター開発研究センターが
開設５周年を迎えました 海洋で微生物を集めてプラスチックを食べさせる

群馬大学未来先端研究機構ウイルスベクター開発研

究センター（Viral Vector Core: VVC）は、2019年の

開設から2024年10月で５周年を迎えました。本セン

ターは、ウイルスベクターを活用した遺伝子治療や生

命科学分野の研究において重要な役割を果たしており、

様々な分野で応用可能な先端的ウイルスベクターの開

発を目的としています。ウイルスベクター開発に特化

した研究機関の設置は、日本国内では初めての取り組

みです。

ウイルスベクターは、遺伝子治療における主要な遺

伝子導入手法として広く利用されています。現在、欧

米ではウイルスベクター研究が大きく進展し、遺伝子

治療薬が次々と開発・承認されています。しかしなが

ら、日本では基礎研究の不足により、欧米との技術的

な差が広がっているのが現状です。日本が遺伝子治療

研究において巻き返しを図るためには、医薬品開発の

基盤となるウイルスベクターに関する基礎研究の加速

が不可欠です。加えて、欧米とは異なる視点から、日

本独自のウイルスベクターを開発し、特許を取得する

ことで、遺伝子治療への応用を実現する戦略的な取り

組みが求められます。

本センターでは、これまでの実績を踏まえ、今後の

ウイルスベクターを活用した脳科学研究や遺伝子治療

研究の将来構想を描き、日本のウイルスベクター研究

のさらなる発展を目指しています。この取り組みによ

り、日本発の先進的な技術を世界に広め、遺伝子治療

の分野で国際的なリーダーシップを確立することが期

待されています。

ウイルスベクターとは

ウイルスベクターとは、ウイルスから毒性部分を取

り除き、空いたスペースに遺伝物質を載せて細胞に届

けるために使用される「運び屋」です。

本研究に取り組む平井宏和教授（大学院医学系研究

科/ウイルスベクター開発研究センター長）は、ウイ

ルスの中でも最小クラスで病原性もない、アデノ随伴

ウイルス（AAV）ベクターを活用し、治療用遺伝子を

細胞内へ運ぶことで、先天的な遺伝子異常を修正した

り、老化した細胞を若返らせたりする研究を進めてい

ます。

本学の最先端ウイルスベクター開発力は日本一と

なっており、他大学や研究機関に供給するウイルスベ

クターの件数は年間200を超え、わが国の生命科学・

遺伝子治療研究に多大な貢献をしています。

人類の未来を切り開くウイルスベクターの開発

未来先端研究機構とは

群馬大学版WPI（※）として、本学が強みを持つ研究

分野において、世界最高水準の研究力を強化するとと

もに、国内外の研究機関との連携を深め、次世代の若

手研究者を育成する研究プラットフォームです。本学

の教育研究機能を強化する中核組織として、オリジナ

ルのWPIの精神である融合研究の推進と国際化の推進

を機能としています。

※文部科学省の事業として2007年度から開始された、世界トップレベル研究

拠点を創出するプログラム［World Premier International Research 

Center Initiative ］。

2024年9月に東京・虎ノ門で開催した開設５周年記念シンポジウム

海洋環境で生分解性プラスチックを速やかに分
解させるための技術開発に成功

群馬大学大学院理工学府と海洋研究開発機構は、海

洋での生分解性が低い化学合成脂肪族ポリエステルを、

海洋で速やかに生分解させることができる新しい技術

の開発に成功しました。これは、海洋で生分解速度が

遅いという、一般的な生分解性プラスチックが持つ欠

点を克服するための基本技術となります。

現在販売されている生分解性プラスチックの多くは、

脂肪族ポリエステルから構成されており、環境中で微

生物が生産するクチナーゼ（加水分解酵素の一種）に

よって、加水分解を受けることが知られています。し

かし、海洋では、微生物数が他の環境に比べて極端に

少ないため、これらの酵素による加水分解が難しく、

そのため生分解が進みにくいことがわかっています。

本研究に取り組む粕谷健一教授（大学院理工学府/

食健康科学教育研究センター長）は、プラスチックを

生分解する微生物を、微生物誘引物質を用いてその周

辺に集めることで、分解速度を高め、海洋環境中で完

全に生分解することに成功しました。具体的には、微

生物誘引物質として、16-ヒドロキシヘキサデカン酸

（16HHD）およびポリカプロラクトン（PCL）を生

分解性プラスチックに添加しました。その結果、生分

解性プラスチックの海洋での崩壊速度は、それぞれ

18.4倍と7.8倍に上昇し、生分解度はそれぞれ90.4％

と83.2％に達しました。

16S rRNA遺伝子アンプリコン解析から、これらの化

合物は、環境中の微生物群組成を変化させ、プラス

チックの生分解を促進することがわかりました。加え

て、本技術では、分解過程で生じる中間体が認められ

ず、完全に無機化されていることも証明されました。

今回の技術のように、分解微生物を材料周辺に集める

ことで材料の海洋生分解性を高めた研究は、本報告が

初めての例です。

この他にも、通常では生分解が進行しづらい海底に

おいて生分解が開始するスイッチ機能を有する材料の

開発にも成功しています。これらの技術は、生分解性

プラスチックの安定した海洋生分解性発現に役立ち、

プラスチックごみのない環境調和型社会の実現に資す

ると考えられます。

海洋で生分解しにくい生分解性プラスチックの生分解性を向上させるための仕組み

生分解スイッチ機能を有する海洋生分解性プラスチック

活 動
研究開発
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世界標準のプレコンセプションケアとモニタリング法の開発 多職種人材育成のための医療安全教育センターの活動

日本では女性の晩婚化や少子化が進む中、妊娠・出

産に関する課題が増えています。女性の妊娠可能期間

は、主に18歳から45歳頃の性成熟期ですが、教育期間

の延長やキャリア形成の必要性により、多くの女性が

出産希望時期を後ろ倒しにしています。しかし、妊娠

に必要な「妊孕能（にんようのう）」は、37歳以降に

顕著に低下するため、晩婚化が進むと不妊のリスクが

高まります。

体外受精などの生殖補助医療もありますが、成功率

が低く、経済的負担や心身のストレスが大きいことが

問題です。こうした背景から、不妊の予防が重要視さ

れており、若い頃から健康な妊孕能を維持するための

知識や対策が求められています。

本学の研究チームは、この課題に対応するため、女

性の生活習慣や健康と妊孕能の関係を長期間にわたり

調査する大規模コホート研究を実施しています。1999

年に開始された看護職女性を対象とした研究を皮切り

に、2022年以降は若い世代の看護職や薬剤師を対象と

する研究も拡大しています。

これらのデータを活用し、妊孕能のモニタリング法

や予防的ヘルスケア（プレコンセプションケア）を開

発することで、女性の健康的なライフプランを支援し、

少子化や晩婚化に伴う課題解決を目指しています。

晩婚化と不妊の課題解決に挑む
～日本発の大規模女性コホート研究～

すべての医療者に対する質の高い医療安全教育

大学院保健学研究科・医学部保健学科では、設置当

初から、看護師、保健師、助産師、臨床検査技師、理

学療法士、作業療法士などの医療人材養成の枠を超え、

多職種の医療人連携による医療（チーム医療）の重要

性に着目し、研究と人材育成を行ってきました。

2013年にはWHO（世界保健機関）からWHO協力セ

ンター「多職種連携教育研究研修協力センター」とし

て指定を受け、WHOへの人材派遣や交流、WHOの方

針に基づく多職種連携教育の研究・研修を行い、グ

ローバルレベルでの医療人養成とチーム医療の推進に

ついて取り組みを進めてきました。

こうした実績を踏まえ、2023年には、文部科学大臣

から「医療安全教育手法に基づく多職種人材育成共同

利用拠点」に認定され、「多職種人材育成のための医

療安全教育センター」として日本における医療安全教

育の充実に向けた先駆的な役割を果たしています。こ

の拠点では、WHOなどが推奨する国際標準の医療安

全教育手法を活用し、多職種の教職員を対象とした

ファカルティ・ディベロップメント（FD）活動を

行っています。

医療安全教育は、事故防止にとどまらず、質の高い

医療の提供、日常業務の効率化、組織全体のパフォー

マンス向上を目指す広義の概念に基づいています。こ

の教育では、システム思考やチーム医療に必要なノン

テクニカルスキル、人間工学、質改善手法など、医療

現場で求められる安全に関する知識、スキル、態度を

育成します。さらに、これらの内容を従来の医療系カ

リキュラムに統合し、基礎実習や専門実習の中で実践

的に学べる仕組みとしています。

現在、医療安全教育の普及には課題があります。

WHOは、教育に携わる教員の知識不足やカリキュラ

ムの過密、医療技術の進展に教育内容が追いついてい

ない点を指摘しています。この状況を打開するため、

本学では医療安全教育の専門性を活かし、国内外の大

学と連携して安全教育の発展に向けた取り組みを強化

しています。

また、現在の医療安全教育は、医学科や看護学科な

ど各専門領域で個別に実施されており、職種間の連携

が不足しているのが現状です。本学センターが医療安

全教育を支えるハブとなり、全国の大学や教育機関を

対象にした多職種連携教育の普及を推進し、医療現場

の安全性と質を向上させるための新たな教育モデルを

提供していきます。

センタースタッフ

センター設置記念シンポジウム（2024年２月）

女性の保健医療従事者の生活習慣と健康に関する疫学研究

女性のライフコースにおける血中エストロゲンレベルの変化

本研究は、世界の先行研究と連携しながら発展して

きました。JNHS研究（Japan Nurses’ Health Study：

日本ナースヘルス研究）の開始当初、海外ではすでに

大規模な女性コホート研究が進められていました。

米国では1976年にハーバード大学がNHS研究（Nur

ses’ Health Study）を開始し、1996年には多民族集団

を対象としたSWAN研究（Study of Women’s Health 

Across the Nation）が始まりました。本学のJNHS研

究は、その開始当初から米国ハーバード大学と連携を

進めています。また、1996年には豪州でALSWH研究

が開始され、2013年には本学のJNHS研究をはじめ、

豪州のALSWH研究、米国のSWAN研究などが参加する

女性コホート研究コンソーシアム「Inter LACE」が豪

州クイーンズランド大学に設立されました。

本学はこの国際的な枠組みのもとで、女性の健康に

関する共同研究を推進しています。今後は、日米およ

び日豪の国際共同研究をさらに発展させ、女性のライ

フコース全体にわたるプレコンセプションケアの開発

や、簡便に利用できる妊孕能モニタリング法の開発を

進めていきます。さらに、こうした研究を通じて若手

疫学者を育成し、世界をリードする人材として輩出す

ることを目指します。

米国・豪州と連携した国際共同研究の推進

活 動
国際連携
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ゆっくりズムのまち 桐生とスローモビリティの活用

地元の特産品を活用した新商品の開発・販売を産学金連携により実現

自動運転、スローモビリティで社会の課題を解決

現在、全国各地で「グリーンスローモビリティ」と

呼ばれる低速の電気自動車の普及が進んでいます。こ

れは、2018年から国土交通省が普及を推進しているも

ので、「電動」「最高時速19km 」「4人乗り以上」

「公道走行可能」といった要件を満たす車両です。

群馬大学では、桐生市や地域企業と連携し、2012年

にいち早く低速電動バスを開発。これまでに様々な実

証試験を実施してきました。また、次世代モビリティ

社会実装研究センターでは、スローモビリティの社会

実装に関する研究を進めており、新たな地域交通の在

り方を提案しています。具体的には、ゆっくりと街中

を走ることで乗客同士の会話を生む「移動型コミュニ

ケーション空間」の創出を目指しています。

桐生市では、スローモビリティの地域実装をきっか

けに、2021年に「ゆっくりズムのまち桐生」を宣言。

その後も継続的な活動を展開し、2023年には低速電動

バスを活用した多様な社会貢献活動が行われました。

さらに、2021年から2023年にかけて、民間財団の支

援を受け、桐生市社会福祉協議会が低速電動バスの福

祉利用に関する研究を実施し、本学もこの活動に協力

しました。また、2023年度には、群馬県立桐生高校の

スーパーサイエンスハイスクール（SSH）プログラム

において、複数のグループが低速電動バスの活用につ

いて検討を行い、本学もその活動に積極的に関与しま

した。

これらの取り組みは、地域の課題解決や持続可能な

社会の実現に向けた重要なステップとなっています。

本学では、地域の課題となっている運転手不足や、

過疎地・高齢者の交通手段の確保などの問題を解決す

るため、次世代モビリティ社会実装研究センター

「CRANTS（クランツ） 」を中心に、次世代の移動

手段として主に自動運転とスローモビリティの研究開

発を進めています。

単に自動運転やスローモビリティの技術や車両を研

究・開発するだけでなく、それらを活用したシステム

を社会で実践することも本センターの重要な使命です。

しかし、このような活動は本センター単独では実現で

きず、多くの企業や行政の方々の協力が不可欠です。

そこで、オープンイノベーション協議会などの枠組み

を活用し、関係者の交流・協力の場を提供することで、

本センターとともに技術革新を推進するプレーヤーと

なっていただき、目標の実現を目指しています。

2024年9月には、本センターと宇都宮大学ロボティ

クス・工農技術研究所「REAL (リアル)」が連携協力

協定を締結しました。両機関の研究分野を補完し合い、

それぞれのリソースを活かすことで、次世代モビリ

ティ、ロボットおよび工農技術に関する研究の推進と

社会実装の強化を目指します。また、教育研究活動に

おいても相互に必要な支援を行い、より緊密に連携し

ていきます。

今後も、大学間連携を含む産学官金の協力を通じて、

社会課題の解決や地域の活性化に取り組んでいきます。

群馬大学CRANTSと宇都宮大学REALの連携協力協定の締結

食健康科学教育研究センターでは、有限会社浅間高

原麦酒と共同で「こんにゃくビール」を開発しました。

本センターは、食と健康に関わる研究および人材育成

を推進し、地域社会と連携して県民の健康増進や地域

産業の活性化に貢献することを目的に活動しています。

こんにゃくいもは群馬県が全国一の生産量を誇る特

産品であり、その認知度向上と消費拡大は地域産業の

発展に寄与すると期待されています。このたび、こん

にゃくいもを用いた新たな商品として、「こんにゃく

ビール」を共同開発し、群馬県内の高崎市、前橋市、

桐生市を中心に、一部のファミリーマートなど（順次

拡大）で販売しています。

この取り組みは、地元金融機関である東和銀行の紹

介による共同研究先との連携および販路開拓支援を受

けて実現した産学金連携のプロジェクトです。今後も、

地元特産品を活かした商品開発を通じて、農業と地域

産業の活性化に貢献していきます。

「こんにゃくビール」

こんにゃくビールは、ビールの副原料として群馬大

学が開発したこんにゃくいも糖化液を使用したエール

ビールです。ほのかに、こんにゃくをゆでた際のよう

な風味とかすかなエグミを感じられる仕上がりになっ

ています。2024年6月に販売した限定500本は好評を

博し、完売しました。その反響を受け、同年12月には

群馬県産麦芽大麦の使用比率を95.5％に高め、より群

馬県産にこだわった商品として販売しています。

協定書を取り交わした尾崎REAL所長（左）と天谷CRANTSセンター長（右）

共同開発した「こんにゃくビール」

桐生市内を走る低速電動コミュニティバス「MAYU（まゆ）」
（群馬大学を中心とした産学官連携による開発）

「こんにゃくビール」リニューアル販売についての記者会見（2024年12月）

群馬県産こんにゃくいもを原料に使用
『こんにゃくビール』の開発

活 動
社会共創
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小児重症心不全患者を救いたい！超小型人工心臓の開発

地域医療の拠点「群馬大学医学部附属病院」

医療における安全文化とは、医療に従事するすべて

の職員が患者の安全を最優先に考え、その実現を目指

す態度や考え方、そしてそれを可能にする組織の在り

方を指すと言われています。

本学では、医学部附属病院において、2014年に判明

した腹腔鏡手術における医療事故の反省を踏まえ、安

心・安全な医療の提供に向けた改善・改革の三本柱の

一つとして、医学系研究科に「医療の質・安全学講

座」を設置しました。医学部附属病院における、より

安全で質の高い医療の提供を支えるスタッフ教育に加

え、医学部医学科の卒業前教育においても医療安全教

育の充実を図っています。これにより、より良い医療

安全文化の醸成と、それに根ざした人材育成を目指し

ています。

教育を軸とした医療安全文化の醸成

心不全などの重度の循環器疾患において、薬物治療

が難しい場合、「心臓移植」が最も有効な治療法とさ

れています。しかし、心臓移植が必要とされる患者が

実際にドナーを見つけて移植を受けるまでには、平均

して４年もの長い時間がかかります。この「待機期

間」において重要な役割を果たすのが「人工心臓」で

す。

特に小児の心臓移植は、成人よりもドナーが少ない

ため、「待機期間」も長期化する傾向にあります。し

かし、成人用人工心臓と比較して、小児用人工心臓の

開発は遅れています。

本プロジェクトの責任者である栗田伸幸准教授（大

学院理工学府）は、心臓移植を待つ子どもたちが少し

でも安心して生活できるよう、「超小型磁気浮上モー

タを用いた、長期間使用可能で耐久性に優れた小児用

体内埋込型人工心臓」の開発に15年以上取り組んでき

ました。

この研究をさらに推進するため、プロジェクトでは

群馬大学として初めてクラウドファンディング（イン

ターネットを通じて広く寄附を募る仕組み）を実施し

ました。その結果、750名以上の支援者から寄附を受

け、当初の目標を大幅に上回る約3,000万円の支援を

得ることができました。

本事業に対する多くの皆様からのご支援と期待を受

け、現在、人工心臓試作機の製作とその性能評価、非

臨床試験に向けた準備を進めています。

クラウドファンディングを活用した事業

医療安全研修の充実
コミュニケーションやチームワークの
研修として、全職員を対象に
TeamSTEPPS®研修を導入し、多部署
・多職種で研修しています。

医療安全週間
世界患者安全の日 (9月17日) を含む
１週間を医療安全週間と定め、安全
文化を市民・患者・職員で共有し学
びを深めています。

実践的シミュレーション
人型シミュレータを用いた、病棟での
臨場感のある急変シミュレーションを
実施し、より安全な環境づくりに努め
ています。

医学部附属病院における医療安全教育

（左）後ろにあるものが研究室レベルで作れる人工心臓のプロトタイプ
手前の白いものが今回開発する人工心臓の試作機

（右）心臓の模型と今回開発する試作機の比較
（小児の体にフィットしたピンポン玉サイズ）

医学部附属病院では、患者自身が医療スタッフとと

もに自分の治療に参加する「患者参加型医療」の取り

組みを進めています。その一環として、診療記録（カ

ルテ）の閲覧（医療従事者と患者さんとのカルテ共

有）を実施しています。これまで対象は入院患者に限

られていましたが、2024年12月より外来の患者も閲

覧できるようになりました。患者やその家族は、主治

医からパスワードを発行してもらうなどの手続きを行

うことで、これまでの検査データや画像、処方された

薬など、医師や看護師と同じ情報を閲覧できます。

患者参加型医療 群馬大学病院小児病棟 思春期ルーム設置プロジェクト

医学部附属病院の小児病棟には幼少児用のプレイ

ルームが設置されている一方で、10代の子どもたちの

入院環境は十分に整っておらず、多くが一日のほとん

どの時間をカーテンを引いたベッド上で過ごしている

状況でした。発育途上にある小児にとって、入院中に

おいても遊びや学びなど、「子どもらしい時間」を過

ごすことは重要です。

そこで、2023年に本学として第２弾となるクラウド

ファンディングを実施し、10代の子どもたちが静かに

過ごせる空間として、幼小児用プレイルームや病室と

は異なる「思春期ルーム」の設置プロジェクトを開始

しました。その結果、800名以上の支援者から、当初

の目標を上回る約2,500万円の支援を受けることがで

きました。

2025年2月に完成した思春期ルーム（名称：Teens 

Terrace）は、病室の一室を改装し、入って左側は３

段のカーペット敷きの床となっており、ゴロゴロした

り、テラスのように座って外を眺めたりできるように

なっています。TV、巨大スクリーン、音響設備も備え、

壁、窓の防音を施しました。右奥には、造りつけのソ

ファ、右手前には勉強スペースがあります。

皆様のご支援のおかげで、子どもたちは入院生活か

ら少し離れ、自分の思い思いの時間を楽しめる空間を

得ることができました。心より感謝申し上げます。

思春期ルーム「Teens Terrace」の内観

活 動
医 療

医療事故の教訓を風化させないために設置した「誓いの碑」
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施設紹介 － 同窓生記念碑 荒牧キャンパス －

荒牧キャンパスには、群馬県尋常師範学校（現 共同教育学部）を卒業した２名の同窓生の記念碑があります。

一人（上段）は、石原 和三郎さん（1891年（明治24年）卒）であり、花輪尋常高等小学校（現 群馬県みどり市）

に赴任し、校長としても務められました。代表作として、「うさぎとかめ」「はなさかじじい」「金太郎」「大黒

様」など数々の童謡を作られました。

もう一人（下段）は、井上 武士さん（1914年（大正４年）卒）であり、東京音楽大学学部長、文部省教科書編集委

員、全日本児童音楽家連盟会長、日本教育音楽協会会長等を歴任され、代表作として、「チュ－リップ」「うみ」

「うぐいす」「菊の花」「麦刈り」などの唱歌を作られました。

Ⅲ
運営

Management
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SDGs達成への取り組み

次世代モビリティ社会実装研究センターと桐生市、

地域企業など産官学民で開発してきた「低速電動バ

ス」に関連する取り組みが、JST（国立研究開発法人

科学技術振興機構）の2024年度「STI for SDGs」ア

ワード優秀賞を受賞（※）しました。

多くの地方都市では、公共交通の縮小により移動手

段を失う人が増え、QOLが低下するという課題を抱え

ています。また、CO2 削減の観点から電動モビリティ

の導入が求められています。これらの社会課題を解決

するため、科学技術イノベーション（STI）として、

低速電動バス関連技術や、「移動するコミュニケー

ション空間」の評価に近接学を応用していること、多

くのステークホルダーが関与していることなどが評価

されました。

※群馬大学次世代モビリティ社会実装研究センター／桐生市／群馬県立桐生

高等学校／株式会社桐生再生／株式会社シンクトゥギャザー／日本モビリ

ティ株式会社／ゆっくりズム研究所 の連名での共同受賞

大学が果たすSDGsの役割

「STI for SDGs」アワード優秀賞の受賞

本学では、環境保護に向けた取り組みを積極的に進

めています。教育や研究においては、持続可能な社会

を築くために全ての学問分野で未来につながる持続可

能な発展を目指した活動を行っています。このような

取り組みにより、循環型社会の形成に貢献することを

目標としています。また、大学の運営に関しては、

日々の運営や研究活動による環境への負荷を減らすこ

とを重視しています。その一環として、省エネルギー

や資源の節約に取り組むとともに、建物のエネルギー

効率を向上させる設備の導入を進めています。さらに、

大学構成員一人ひとりが日常的に環境に優しい行動を

取るよう努めています。これらの取り組みを通じて、

エネルギー消費量や温室効果ガスの排出量を削減し、

政府が掲げる「2050年までにカーボンニュートラル社

会を実現する」という目標の達成に貢献することを目

指しています。本学は、このように教育・研究と運営

の両面から環境問題に取り組み、より良い未来づくり

に向けた努力を続けています。

医学部附属病院がある昭和キャンパスにおいて実施

しているESCO（Energy Service Company）事業の取

り組みが、一般社団法人省エネルギーセンターが主催

する『省エネ大賞』において、省エネ事例部門の省エ

ネルギーセンター会長賞を受賞しました。本学の

ESCO事業は日本では導入事例の少ない「管理一体型

ESCO事業」と呼ばれる方式を採用しています。管理

一体型ESCO事業は、ESCO事業者が設備の運転管理

を行うことによる最適な運転管理を行うもので、本学

の管理一体型ESCO事業は、すべての設備をESCO事

業者が管理するのではなく、改修した設備をESCO事

業者が、既存の設備は従来の保守管理業者が管理を行

う、ハイブリッドの管理構成を取り入れました。これ

により、ESCO事業者と従来の保守管理業者が緊密に

連携することにより、ESCO事業者の省エネの専門的

ノウハウと、従来の保守管理業者の経験が相互に活か

される体制を実現しました。

100年先も地域・社会とともにサステイナブルキャンパスを目指し、
未来の環境を創造する群馬大学

ESCO事業によるエネルギー削減の取り組み

環境保護の取り組み

2024年度「STI for SDGs」アワード優秀賞の受賞

低速電動バス

国立大学は、「知の拠点」として全国に配置され、

大規模な基礎研究や先導的な教育研究により、社会を

リードする人材を養成してきました。本学は「知の拠

点として地域の人材育成や地域社会を支える基盤とな

ると同時に、グローバルな視点で活躍できる大学」を

目指しています。

地域での学びを通じて、世界レベルでの課題解決に

繋がる活動を行い、世界を駆け回る人材を育成してい

く、この思いは、まさにSDGsが目指す世界共通の課

題の解決に向けた理念と一致しています。教職員、学

生がSDGs達成の意識、意欲を一層高めるよう取り組

むとともに、地域社会における活動の支援となるよう、

情報発信や地域と連携した普及・啓発活動を行ってい

きます。

群馬大学
×
SDGs

運 営
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群馬大学では、大学の重点戦略課題に機動的に対応

するため、2016年9月に学長の下に「企画戦略室」を

設置し、組織再編を中心とした大学改革を進めてきま

した。さらに、2022年3月には、人事・予算を含む法

人運営に関する戦略的施策の策定を目的として、学長

を本部長とする「経営戦略本部」を立ち上げ、迅速な

情報分析と意思決定を可能にする体制を整えました。

経営戦略本部は、戦略的施策の企画・立案を担う

「企画戦略室」、法人運営に係る情報の収集・分析を

担う「経営ＩR室」、大学の国際化推進を企画・立案

する「国際展開推進室」、学長が命じる特命事項に係

る企画などを担う「学長補佐室」により構成され、そ

の中核に会議体として経営戦略本部会議を設置してい

ます。本部は、学長および学長が指名する理事ならび

に学長が指名する者によって構成され、組織の機動性

を維持するため、適切な人員配置を行い、構成員の人

数も必要最小限に限定しています。

経営戦略本部会議では、目標・戦略の実現に向けた

将来構想や、学内資源の戦略的な配分などについて、

所轄部署のみならず、全学的な観点から協議を行って

います。協議の結果、具体的な施策は担当理事の下で

実行され、重要な施策については役員会などでの審議

を経た後に実施される体制となっています。

本学では、これらのガバナンス体制を含め、「国立

大学法人ガバナンス・コード」の全ての原則に対する

適合状況を毎年公表しており、健全で信頼性の高い大

学経営に努めてまいります。

ガバナンス体制

「経営協議会」は、国立大学法人の業務の成果を最

大化するため、多様な関係者の幅広い意見を聴取し、

その知見を法人経営に積極的に反映させる会議体です。

構成員は、学長、学外委員７名、学内委員４名（理

事）であり、特に学外委員には、大学に関して広く高

い見識を持つ有識者が就任しています。これにより、

大学の運営や活動全般について、経営面を中心に社会

的観点から多様な意見を取り入れることを可能にして

います。

経営協議会学外委員

内山 充 株式会社上毛新聞社取締役会長

冲永 寛子 帝京平成大学学長

曽我 孝之 前橋商工会議所名誉会頭

津久井 治男 群馬県副知事

登坂 正一 太陽誘電株式会社取締役会長

深井 彰彦 株式会社群馬銀行代表取締役頭取

吉武 博通 学校法人東京家政学院理事長、筑波大学名誉教授

学長選考・監察会議 監事 常勤１名・非常勤１名

学長の選考・解任等に
関する事項の決定

国立大学法人の業務を監査

執行役員会議

教育研究評議会経営協議会

役員会

経営の重要事項を審議 教育研究の重要事項を審議

大学の運営に関する重要事項を
役員と執行役員（学部長等）で協議

大学の運営に関する重要事項を審議

企画戦略室

国際展開推進室

経営ＩＲ室

学長補佐室

大学経営、教育研究、社会貢献に
関する戦略を策定

経営戦略本部／経営戦略本部会議

学長

近年、国立大学を取り巻く環境はますます厳しさ

を増しており、大学経営の高度化・複雑化が進む中

で、大学執行部の果たす役割は一層大きくなってい

ます。そこで本学では、５名の副学長と９名の学長

特別補佐を配置し、法人の長である学長を補佐する

とともに、重要施策の企画・立案・推進、専門的知

見に基づく助言を行う体制としています。副学長は、

それぞれの任務において、大学の発展に向けた施策

を牽引しています。学長特別補佐は、「群馬大学将

来像」の策定や創基150周年記念事業における各種

事業の実施など、大学の機能強化を推進し、大学経

営を支える役割を担っています。

学長特別補佐

青木 悠樹 数理データ科学教育研究センター長

粕谷 健一 食健康科学教育研究センター長

大西 浩史 大学の機能強化（レギュラトリーサイエンス推進）

栗原 淳一 大学の機能強化（教学マネジメント）

片山 佳代子 大学の機能強化（ビッグデータ活用）

南嶋 洋司 大学の機能強化（コアファシリティ、大学院改革）

弓仲 康史 大学の機能強化（社会課題解決型研究支援）

井上 裕介 大学の機能強化（食健康科学推進）

服部 奈緒子 大学の機能強化（創発的研究支援）

経営戦略機能の強化によるマネジメント

ステークホルダーを代表する有識者との対話を通じた大学経営

大学経営を支える副学長、学長特別補佐

役員紹介

板橋 英之 アドミッション担当

飯島 睦美 グローバルイニシアチブ担当

小和瀬 桂子 ダイバーシティ担当

渡辺 秀司 教養教育担当

鯉淵 典之 医学教育・評価担当

副学長

石崎 泰樹
Ishizaki  Yasuki

学長

林 邦彦
Hayashi  Kunihiko

花屋 実
Hanaya Minoru

坂本 淳一
Sakamoto  Junichi

齋藤 繁
Saito  Shigeru

五十嵐 優子
Igarashi  Yuko

近藤 潤
Kondo  Jun

長谷川 健
Hasegawa Takeshi

丸山 和貴
Maruyama  Kazuki

理事・副学長
（教育・評価担当）

理事・副学長
（研究・企画担当）

理事・副学長
（総務・財務担当）

事務局長

理事（非常勤）
（学長特命（男女
共同参画・ダイ
バーシティ））

理事・副学長
（病院担当）

附属病院長

監事理事（非常勤）
（学長特命（産学
連携））

監事（非常勤）

（役職者は2025年1月1日現在の情報）

運 営
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施設紹介 － 染料コレクション 桐生キャンパス －

桐生キャンパスでは、理工学部の前身である桐生高等染織学校が設立された1915年（大正４年）から、群馬大学

工学部となる直前の1946年（昭和21年）頃までの約30年間、ドイツ、スイス、米国および日本から集められた合

成染料を所蔵しており、その数は実に4,390点にのぼります。現在では製造されなくなった染料や、今では存在し

ない著名な染料会社の製品も多数含まれ、日本全国でも、また世界でも類を見ない、貴重なコレクションとなって

います。本コレクションは、2023年に日本化学会が認定する「化学遺産」に登録されました。

Ⅳ
財務
基金

Finance / Fund

34



決算日（3月31日）における財政状況を明らかにするために、決算日における全ての資産（土地、建物、備品、

現金、預金等）、負債（運営費交付金債務、未払金等）および純資産（政府出資金、資本剰余金等）を記載し、

報告します。

貸借対照表 損益計算書

2023年度の光熱費（電気料・ガス料）は、2020

年度比で約1.4倍の約1,326百万円となっています。

2022年度に比べると若干の減が見られますが、依

然として大学財政を圧迫しており、教育研究活動へ

の投資に影響を与えている状況です。

このような中でも本学は事業遂行のため、自己収

入の確保、業務コストの削減、外部資金の更なる獲

得に努めています。

Topic1  光熱費の推移

一事業年度（4月1日～3月31日）の運営状況を明らかにするために、実施した事業等により発生した全ての

費用と収益を記載し、報告します。

Topic2 運営費交付金の状況

運営費交付金は，国立大学が人材養成・学術研究の中核

として継続的・安定的に教育研究活動を実施できるよう、

基盤的経費として交付されるものです。

2023 (R5) 年度は約114億円が本学に交付されています

が、国立大学が法人化した2004 (H16) 年度（約135億

円）と比べると、21億円の減少となっています。

このように業務運営の基盤となる運営費交付金の削減に

伴い、外部資金の獲得や附属病院の診療収入といった自主

的財源の確保や資産の効率的な運用に努めています。

（単位：億円）

（単位：百万円(端数切捨て)）

（単位：百万円）

（単位：百万円(端数切捨て)） （単位：百万円(端数切捨て)） （単位：百万円(端数切捨て)）

百万円未満を切り捨てて表示しているため表上の合計額とは必ずしも一致しない。

百万円未満を切り捨てて表示しているため表上の合計額とは必ずしも一致しない。

百万円未満を切り捨てて表示しているため表上の合計額とは必ずしも一致しない。

百万円未満を切り捨てて表示しているため表上の合計額とは必ずしも一致しない。

なお、群馬大学では運営費交付金がこのように

減少している状況にあっても、学生等に対して

できるだけ教育費負担をかけないよう、2005

(H17) 年度から入学料、授業料の単価を増額し

ていません。

区分 2022年 2023年 増減

土地 22,223 22,223 0 

建物 22,244 20,472 △ 1,771 

構築物 833 1,169 336 

工具器具備品 10,441 9,548 △ 892 

図書 2,935 2,945 10 

現金・預金 9,519 9,443 △ 76 

未収附属病院収入 6,523 6,065 △ 458 

医薬品・診療材料 620 709 89 

その他 4,055 4,548 488 

合計 79,397 77,122 △ 2,274 

＜資産の部＞

区分 2022年 2023年 増減

長期繰延補助金等 997 801 △ 196 

長期借入金等 8,712 7,390 △ 1,322 

その他固定負債 1,096 1,252 155 

寄付金債務 3,807 3,744 △ 62 

未払金 6,209 6,044 △ 165 

その他流動負債 2,803 2,645 △ 159 

負債　計 23,626 21,877 △ 1,749 

政府出資金 35,617 35,617 0 

資本剰余金 △ 4,241 △ 4,285 △ 44 

利益剰余金 24,394 23,912 △ 481 

純資産　計 55,770 55,244 △ 525 

合計 79,397 77,122 △ 2,274 

＜負債の部＞

＜純資産の部＞

群馬大学財務情報

2023 (令和５) 年度財務情報

電気料 ガス料

財 務
基 金
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2023年度

附属病院セグメント情報

附属病院においては、大学病院の役割である先進的

な医療の実践・開発・教育を推進する中で、それらに

要する経費や病棟整備等に係る借入の返済を自己収入

により賄うなど、経営努力が求められています。

これまで診療単価を向上させるための取り組みや

ベッドコントロール等による病床稼働の効率化などを

実践することで、病床収益は年々増加してきましたが、

医薬品費・材料費や光熱費等の高騰、働き方改革によ

る人件費の増加、その他診療設備整備のための経費な

ども増加し、病院の経営状況は厳しくなっています。

本学では、技術相談や学術指導を積極的に行い

企業等との共同研究を増やしたり、本学の強みの

研究分野への重点支援プロジェクトを学長裁量経

費を活用して積極的に行うことで政府系の受託研

究費を増やすなど、外部資金の獲得を促進させて

います。その結果、2019年度から2023年度にかけ

て外部資金の受入状況は年々増加しています。

例えば、海洋プラスチックごみ問題解決の切り

札となる「還元環境スイッチング機構」を導入し

た海洋分解性プラスチックの開発や、難病に対す

るウイルスベクターを利用した遺伝子治療の研究

など、環境問題から生活に直結する研究等に幅広

く力を入れています。

外部資金の受入状況 科学研究費助成事業等の受入状況

本学の科学研究費助成事業等の受入状況は、金額

だけ見ると2021年度から減少しているものの、その

件数は、2019年度と2023年度の比較で約270件増加

しています。

日本学術振興会が発表している「科研費の主な研

究種目における応募件数、採択件数、採択率」によ

ると、全体的に科研費の採択は毎年減少傾向にあり、

その中で増加を続けていることからも本学が科学研

究費助成事業等の受入れに力を入れていることがわ

かります。

本学では特に、学長裁量経費を活用し、独創的な

研究の創出に向けた「創発支援研究」を実施するな

ど、新たなる発想で次世代を担う研究者の育成に力

を入れています。

産業界・地域自治体のみなさまへ ～群馬大学を応援しませんか？～

事務組織

共同教育学部

情報学部

医学部

理工学部

附属学校

生体調節研究所

研究系附属施設

教育系附属施設

その他の附属施設

（単位：億円）

セグメント情報 外部資金・科学研究費助成事業等の受入状況

本学では、2018事業年度より詳細な財務情報を開示するため、財務諸表（附属明細書）において、従来の大学

セグメントのうち、学部研究科等のセグメント情報を個別に開示しています。

運営費交付金収入、附属病院収入、学生納付金収入に続く財源として、外部資金や科学研究費助成事業等

を積極的に獲得しています。

群馬大学では、民間企業等外部機関から委託を受

けて実施する「受託研究」や、民間企業等外部機関

と協力をする「共同研究」の他に、技術相談や依頼

者からの依頼を受け指導助言を行う「学術指導」な

ど、様々な取り組みを行っています。

その他、民間企業や個人の篤志家などから学術研

究や奨学を目的とした資金を受け入れる「寄附金」

や、「研究助成金」といった制度があります。

それぞれ受入れまでのフローが整っていますので、

ぜひ研究・産学連携推進機構ホームページをご参照

ください。

（単位：億円）

附属病院セグメント費用・収益の推移

診療経費 人件費 その他の費用

附属病院収益 運営費交付金収益 その他の収益

（単位：百万円）

受託研究 共同研究 受託事業等 寄附金

（単位：百万円）

文科科研 その他科研 件数

（単位：億円）

運営費交付金収益

学生納付金収益

附属病院収益

受託研究収益

共同研究収益

受託事業等収益

寄附金収益

財務収益

雑益

教育経費

研究経費

診療経費

教育研究支援経費

受託研究費

共同研究費

受託事業費等

人件費

一般管理費

財務費用

雑損

外来患者延べ数 (人)入院患者延べ数 (人)

財 務
基 金
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学生に対する支援、教育研究の質の向上および社会

貢献活動の充実等を図ることを目的として、2016年に

それまでの群馬大学重粒子線治療基金を組み込む形で、

「群馬大学基金」を設置しました。これまでに、皆様

からご支援いただいた基金を活用し、奨学金の給付、

留学支援、新型コロナウイルス感染症に伴う学生支援、

重粒子線治療に係る研究、附属幼稚園の環境整備等、

様々な事業を実施することができました。

その一方で、本紙で御紹介してきた、本学の教育改

革、研究開発、国際連携、社会共創、病院改革等の諸

活動の実施および今後の推進においては、国からの基

盤経費（運営費交付金）の減少や物価高騰等による基

盤経費への圧迫といったこともあり、十分に対応でき

なくなってきており、今後も基金によるサポートが欠

かせません。

2023年に創基150周年を迎えた本学が、地方国立大

学としての地位をしっかりと固めながら、知の拠点と

して地域の人材育成や地域社会を支える基盤となると

同時に、グローバルな視点で活躍できる大学となるた

めに、引き続き皆様からのご理解とご支援を賜ります

よう、心よりお願い申し上げます。

群馬大学の未来を創る「群馬大学基金」

質の高い教育研究環境を支えるための財政基盤

群馬大学基金の受入状況（2017年～2023年度）（単位：千円）

同窓生･同窓生の家族

39%

在学生･在学生の家族

2%

教職員･退職者 6%

法人

48%

その他 5%

■留学経費補助事業 －学生の修学支援での活用ー

グローバル社会において活躍できる人材を育成する目的で、国際交流や留学意欲のある学生に対し、
海外派遣のための奨学金を支給

▼ウーロンゴン大学研修 渡航先：オーストラリア（2024年2月25日~3月30日）

■グローバルチャレンジプログラム －大学運営全般での活用ー

学生が自ら企画したユニークかつ個性ある海外での活動に、最大50万円の奨学金を支給

▼「アジアの医療の自立を促進するために取り組むべきことを明らかにする」渡航先：カンボジア（2024年2月13日~3月13日）

293 件

43 百万円

支援を受けた学生の声

新しい環境で多くの人と出会い、非常に充実した日々

を送ることが出来ました。午前はネイティブの先生方の

授業を受け、正しい発音やアメリカ英語との違い、こと

わざなど日本の授業では学べない内容を分かりやすく教

えて頂き、改めて英語の面白さと難しさを実感しました。

授業の他にプロジェクトワークにも取り組み、オース

トラリアと日本のLGBTQ+に対する考え方の違いを調べ

ました。ホストファミリーや先生方、現地のLGBTQ+の

学生にインタビューを行い、「なぜオーストラリアでは

LGBTQ+に対する偏見が少ないのか」「日本が行うべき

解決策は何か」を自分たちで考察しました。休日に

MardiGrasと呼ばれるLGBTQパレードを見にシドニーへ

足を運び、日本との違いを身をもって感じることが出来

ました。また初日から積極的に行動することを心掛け、

現地の学生に声をかけ一緒にご飯を食べたり、放課後に

サークルに参加したりと自分から国際交流も行えました。

この５週間を通して今後の課題と将来の夢がさらに明

確になり、貴重な春休みを過ごすことが出来ました。

このような経験をさせて頂いたことに誠に感謝しており

ます。御支援ありがとうございました。

■経済的困窮学生に対する修学支援金給付事業 －学生の修学支援での活用ー

奨学金として20万円を大学院生12人に給付（総額240万円）

この度は、群馬大学基金による修学支援金給付事業に

よるご支援をいただきありがとうございます。

私の家庭は母子家庭であるため、普段の大学生活を送

るにも、研究活動の時間を削りアルバイトを行い、日々

どうやって節約していくか考えながら生活しています。

そのため、このような支援をいただくことができ、今

後の大学生活、またこれから始まる就職活動を行ううえ

で精神的・経済的な余裕が生まれ、より一層学業や研究

に集中して取り組むことができます。

群馬大学基金へ御寄附いただいた方々に心から感謝し

ております。この感謝の気持ちは、大学院で行った研究

の成果や今後の活躍で恩返ししたいと考えております。

皆様からのご期待に応えられるよう日々の研究をより一

層充実させていきたい所存です。

この度は誠にありがとうございました。

第５期グローバルチャレンジプログラムでカンボジア

に渡航いたしました。この留学では、現地の生活に密着

しカンボジアの医療・公衆衛生について学んできました。

農村部で暮らす住民の健康チェックや病院実習を通して、

日本とは根本的に異なる医療や衛生管理の現状について

知ることができました。現地でのインタビューやアン

ケート調査を通して、住民の生活習慣病に対する理解の

有無や生活習慣の状況を知ることができ、地区踏査によ

る学校視察を通して、子供達の教育状況や衛生管理状況

などについて見ることができました。生活習慣病予防へ

の取り組みの必要性や子供時代からの教育と親への経済

的負担の軽減の重要性について考える機会となりました。

実際に自分たちの目で見て触れ、感じることができた

今回のカンボジア留学を実現させていただき、ありがと

うございました。本留学において御支援くださった群馬

大学基金寄附者の皆様をはじめ、すべての皆様に心より

感謝申し上げます。

寄附者区分ごとの寄附金額の割合

※「ウクライナ学生・研究者受入支援事業」は2025年度より募集停止予定

(2023年度）
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数字で見る群馬大学 – 群馬大学基礎データ –
2024年5月1日現在

敷地面積
632,034㎡
(8,696㎡)

群馬県

荒牧キャンパス（前橋市）
255,763㎡

昭和キャンパス（前橋市）
161,631㎡

桐生キャンパス（桐生市）
103,021㎡

太田キャンパス（太田市）
(8,696)㎡

その他の地区
（前橋市、桐生市

渋川市、長野原町）
111,619㎡

学部・大学院等
４学部
７研究科等
１専攻科

共同教育学部
情報学部
医学部
理工学部

教育学研究科
情報学研究科
医学系研究科
保健学研究科
理工学府
パブリックヘルス学環
医理工レギュラトリーサイエンス学環

特別支援教育特別専攻科

学部入学者出身
地区別内訳数

診療科
29診療科

病床数
731床

※2023年度年間延べ患者数

附属病院

学生数
7,592人

教職員数
2,348人

図書館蔵書数
604,888冊

・学 部 5,032人
・大 学 院 1,313人
・専 攻 科 4人
・附 属 学 校 1,197人
・聴 講 生 等 46人

・役 員 6人
・教 員 853人
・事務職員 348人
・技術職員等 1,141人
※非常勤は含まない。

・中 央 図 書 館（荒牧）
330,173冊

・医 学 図 書 館（昭和）
130,023冊

・理工学図書館（桐生）
144,692冊

建物面積
333,623㎡
(5,142㎡)

群馬県

荒牧キャンパス（前橋市）
51,059㎡

昭和キャンパス（前橋市）
178,222㎡（581㎡）

桐生キャンパス（桐生市）
68,067㎡

太田キャンパス（太田市）
（4,561）㎡

その他の地区
（前橋市、桐生市

渋川市、長野原町）
36,275㎡

※（ ）内の数字は借用面積で外数 ※（ ）内の数字は借用面積で外数

外来患者数 446,760人
入院患者数 222,362人

学位授与者数（累計）

91,330人
科学研究費補助金

868件
920百万円・北海道 3人・四 国 9人

・東 北 52人・中 国 6人
・関 東 876人・九 州 12人
・中 部 147人・沖 縄 4人
・近 畿 17人・その他 3人

・学 部 71,102人
・修 士 13,068人
・博 士 4,411人
・その他 2,749人

・直接経費 709百万円
・間接経費 211百万円

国際交流協定数
125校

・大学間協定 41校
・学部間協定 84校

留学生数
19か国1地域

240人

学生の海外派遣数
18か国
149人

・ア ジ ア 9か国 60人
・オセアニア 1か国 37人
・北 米 1か国 20人
・ヨーロッパ 5か国 9人
・中 南 米 1か国 5人
・オンライン 1か国 18人

※2023年4月～2024年3月派遣

・ア ジ ア
12か国1地域 229人

・ア フ リ カ 2か国 2人
・中 近 東 1か国 2人
・ヨーロッパ 5か国 7人
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